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【推計】現状すう勢(BAU)
人口や経済などの活動量の変化は見込みつつ、
排出削減に向けた追加的な対策を見込まない推計値
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ガソリンやガスなど燃料使用による温室効果
ガスの排出も多くあるため、今後は、「省エネ
＋電化」の推進が必要です。特に運輸部
門に占める割合が高く、電気自動車の普及
等も必要です。

現状の電力需要に対して再エネポテンシャ
ルは約2.5倍あります。そのうち太陽光発電
のポテンシャルが94％と大きな割合を占めま
すが、現時点でその導入実績はポテンシャル
の10%以下にどまっています。今後は、太
陽光発電のポテンシャルの中でも6割以上を
占める建物への導入の推進を検討していき
ます。

秩父市では、産業部門・民生部門(業務そ
の他・家庭)・運輸部門それぞれ一定の排
出量がありますが、このうち民生・運輸部門
は普段の生活や仕事(例えば住宅・商業施
設等での電気の使用、ガソリン車を使用)に
関連する活動による排出量が多く、今後、
大きく削減を図ることが期待されます。
カーボンニュートラル達成には普段の生活や
仕事の中でも温暖化対策を意識し、「家
庭」「事業者」「市」による一体的な温室効
果ガス排出量削減に向けた取り組みが必
要です。

燃料使用による
温室効果ガス排出量

森林によるCO2吸収量

11.5万t-CO2

市の面積の約87%を占める
森林50,204ha
によるCO2吸収量

多様な再エネ導入方法
森林によるCO2吸収量は、約11.5万t-
CO2が見込まれていますが、今後その吸収
量を維持・最大化するためには適切な森林
整備が必要です。

これまでのFIT制度を活用した再エネ導入だ
けでなく、自家消費型の再エネ導入や再エ
ネ由来電力の利用・地域の再エネの活用な
ど多様な方法で再エネの導入検討が必要
です。

森林面積
市面積の
87% CO2吸収量
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秩父市地域脱炭素ビジョン 概要版 【現状と課題】
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秩父市地域脱炭素ビジョン 概要版 【地域脱炭素実現のためのロードマップ・重点施策】
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【産業部門】高効率・低炭素な空調・HP・照明・
工業炉・ボイラ・モーターの導入／コージェネレー
ションの導入／省エネルギープロセス技術の導入
／FEMSを利用した徹底的なエネルギー管理／
省エネ・ハイブリッド建機・農機の導入 等
【民生部門(業務その他・家庭)】建築物・住宅
の省エネ化・再エネ最大限導入／高効率照明・
給湯器の導入／トップランナー機器の省エネ性能
向上／BEMS・HEMSの活用・省エネ診断等に
よる徹底的なエネルギー管理の実施／エネルギー
の地産地消、面的利用の促進／下水道事業に
おける省エネ・再エネ対策の推進 等
【運輸部門】EV等の普及／自動走行・エコドライ
ブ・カーシェアリングの推進／トラック輸送効率化
／共同輸配送推進／ドローン物流社会実装 等

先導的な公共施設への再エネ導入
【目標】導入可能な公共施設数の50%に再エネ
導入を目指す
他建物・未利用地への再エネ導入検討を促進
再エネ導入目標:26MW

先導的な公共施設への再エネ導入
【目標】設置可能な公共施設数の100%を目指す
域内の建物・未利用地への再エネ導入
【目標】設置可能な建物・未利用地へ最大導入を目指す。
再エネ導入目標:181MW

森林吸収

再エネ導入

2050年度の「カーボンニュートラルの達成」さらには「カーボンマイナス」の達成に向けて、重点施策を推進します

【産業部門】
産業横断技術の普及（低炭素工業炉、モーター効率化など）／セメント・クリ
ンカ比率の低減／熱供給の電化／BAT（既存最先端技術）普及／水素
バーナーの普及／電炉鋼利用拡大
【民生部門(業務その他)】
2050年までにLED照明化「100％」／電気ヒートポンプ給湯器化「ほぼ
100％」／高断熱建築物ストックベース「70％」／電気HP暖房「ほぼ100％」
【民生部門(家庭)】
2050年までにLED照明普及「100％」／電気ヒートポンプ給湯器普及「80％
」／高断熱住宅ZEH水準ストックベース「40％」／エアコン暖房「80％」
【運輸部門】
2050年までに電動自動車(BEV/FCV)の普及拡大 保有ベース「貨物
80％」、「乗用車ほぼ100％」産業
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廃棄物分野

水素を活用した
再エネ有効活用策

森林吸収の最大化を目指した
森林整備の推進

先導的な公共施設
脱炭素化の推進

再エネ・環境価値の
地域間連携・融通再エネ地産地消の拡大

地域脱炭素プラットフォーム
による施策の推進

地域脱炭素実現のための重点施策

先導的に公共施設の脱炭素
化を推進し、そのノウハウ・知
見を地域へ展開していきます。
各施設のエネルギー使用量を
分析・改修時期を考慮した計
画的な脱炭素化を推進しま
す。

家庭や事業者向けの情報発
信や対策・導入に向けた相
談・事業促進を目指したプラッ
トフォームの設置・運用を検討
します。地元企業等の参画に
より地域活性化も目指します。

市内における再エネ導入・地
産地消の拡大のため、「地域
再エネ電力の発電事業促
進」や「再エネの地産地消を
担う事業体の強化」などの施
策を検討します。

森林整備の促進策（既存
制度の利用拡大およびスマー
ト林業推進等）を検討・実
施し、森林によるCO2吸収量
の維持・最大化を目指します。

再エネの有効活用策として、
余剰再エネ電力による「グリー
ン水素」の製造・利用をはじめ
とした、新たなエネルギーの利
活用を推進します。

将来的なカーボンマイナス達
成時には、周辺地域や姉妹
都市等の自治体において地
域間で連携し、再エネおよび
環境価値の融通を検討しま
す。

再エネ導入・森林吸収も合わせて

カーボンマイナス達成へ

脱炭素に向けた
再エネ導入・電化・省エネ化の促進

さらなる脱炭素に向けた
再エネ導入・電化・省エネ化の促進

国温暖化対策実行計画および国立環境研脱炭素シナリオを参照 国立環境研脱炭素シナリオを参照

地域脱炭素実現のためのロードマップ


